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第１節　 東京電力株式会社福島第
一原子力発電所事故によ
る農業分野への影響と対
応

　農畜産物に係る原発事故対応として、食品中の放射
性物質の基準値（一般食品100 Bq/kg、乳児用食品50 
Bq/kg、牛乳50 Bq/kg、飲料水（茶含む）10 Bq/kg）
以下の農畜産物のみが流通するよう、放射性物質検
査や検査結果に応じた出荷制限が行われており、関係
県において必要な検査が行われるよう科学的助言等を
行った。また、品目・地域ごとの状況に応じ、農畜産
物の放射性物質の吸収を抑制するための対策等の徹底
を図った。

１ 　農畜産物の品目ごとの放射性セシウム検
査結果と安全確保の取組

⑴　米
　27年産米については、26年産米に引き続き、作付制
限、放射性物質の吸収抑制対策及び収穫後の検査を組
み合わせた安全確保対策を実施した。
　また、23年産米の検査結果等の解析により、カリ肥
料の施用が玄米に含まれる放射性セシウム濃度を低減
する効果があることが明らかとなっていることから、
27年産米の生産においても、土壌中のカリウム濃度に
応じたカリ肥料の施用を推進・支援した。
　こうした取組の結果、27年産米については、検査さ
れた約1,050万点すべてで基準値を超える放射性セシ
ウムは検出されなかった。

⑵　米以外の農産物
　野菜については、27年度に実施された12,205点の検
査において、基準値を超える放射性セシウムは検出さ
れなかった。
　果実については、震災後に粗皮削りや高圧洗浄によ
り樹体表面に付着した放射性セシウムの低減に取り組
んだこと等により、27年度に実施された2,783点の検
査において、基準値を超える放射性セシウムは検出さ

れなかった。
　茶については、震災後に深刈り等の剪定、整枝によ
り樹体や葉に付着した放射性セシウムの低減に取組ん
だこと等により、27年度に実施された127点の検査に
おいて、基準値（10 Bq/kg）を超える放射性セシウ
ムは検出されなかった。なお、茶については、24年４
月以降、飲用に供する状態で測定することとなってい
る。
　大豆・そばについては、26年産に引き続き、「放射
性セシウム濃度の高い大豆が発生する要因とその対策
について（平成27年３月、第３版）」などに基づき、
関係県等と連携して放射性物質の吸収抑制対策の徹底
を図った。
　こうした取組により、27年産大豆では、1,371点の
検査が行われたが、基準値を超える放射性セシウムは
検出されなかった。また、27年産そばでは、528点の
検査が行われたが、１点（0.19%）について基準値を
超える放射性セシウムが検出された。

⑶　畜　産　物
　畜産物については、基準値を超える放射性物質が含
まれることがないよう設定した暫定許容値以下の飼料
のみが与えられるよう、家畜の適切な飼養管理につい
て指導するとともに、代替飼料の確保に対する支援等
を行った。
　また、飼料中の放射性セシウムの暫定許容値を上回
る牧草が生産されることが予想される草地について、
反転耕、耕起等により、平成23年度から27年度にかけ
て約３万１千 ha の放射性物質の吸収抑制対策等を推
進した。
　こうした取組により、27年度は牛肉について
224,701点、豚肉について459点、鶏肉及び鶏卵につい
て483点の検査が行われたが、いずれも基準値を超え
る放射性セシウムは検出されなかった。また、原乳に
ついて、27年度は1,414点の検査が行われたが、基準
値（50 Bq/kg）を超える放射性セシウムは、23年４
月以降検出されていない。

⑷　正確な情報発信
　原発事故の影響下での農作物の作付、吸収抑制対
策、収穫時の検査等、営農上留意すべき事項につい
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て、Q＆Aや通知を作成し、ホームページへの掲載や、
関係県・団体等を通じて現場への周知に努めた。
　また、都道府県が行う食品中の放射性物質の調査結
果について、厚生労働省の集計したデータを基に、各
品目や地域ごとに分かりやすく整理し、ホームページ
に掲載した。

表１ 　27年度の農畜産物の放射性セシウム検査結果（17都県）
　　注１（上段：27年度、下段：26年度）

２　原発被災地への支援等

　避難指示区域等における農業者の経営再開に向け、
農地等の除染や農業者の帰還の進捗に合わせて、除染
後の農地等の保全管理や作付実証等の取組を支援し
た。
⑴　農業生産の復興・営農再開支援に向けた取組

　農業生産の復興に向けて、放射性物質の農作物への
吸収抑制を目的とした資材の施用、品種・品目転換等
の取組を支援した。
　また、避難指示区域等における農業者の経営再開に
向けて、除染終了後から営農が再開されるまでの間の
農地等の保全管理、鳥獣被害防止緊急対策、営農再開
に向けた作付実証、避難からすぐに帰還しない農家の
農地の管理耕作及び新たな農業への転換等に対して支
援した。
　（予算額
　　　東日本大震災農業生産対策交付金

5,053百万円の内数
　　　福島県営農再開支援事業

23,185百万円（平成24年度補正）（基金））

⑵　農業系廃棄物の処理の推進  
　放射性セシウムに汚染された稲わら、牧草、牛ふん
堆肥等の農業系廃棄物については、放射性物質汚染対
処特措法に基づき、8,000 Bq/kg 超は指定廃棄物とし
て国（環境省）が、8,000 Bq/kg 以下は一般廃棄物等
として市町村等が処理することとされている。焼却処
理等がなされるまで時間を要する状況にあることか
ら、営農上支障が生じることがないよう、また、風評
被害の原因となることがないよう、隔離や一時保管等
を推進した。

⑶　被災地の家畜の捕獲等
　旧警戒区域において飼養が困難となり、牛舎等から
離れている家畜（放れ畜）については、同区域の見直
しに伴い、平成24年４月５日に原子力災害対策本部長
から福島県に対して、所有者の同意を得た上で家畜に
苦痛を与えない方法によって処分することを基本とし
つつ、所有者が継続飼養を望む場合、福島県の策定し
た対処方針に基づき、出荷や繁殖の制限、個体識別の
実施等を要請した上で家畜の引き渡しを行う旨が指示
された。
　これを受けて、福島県が行う家畜の捕獲等の取組に
引き続き協力したところ、平成26年１月の捕獲以降、
放れ畜の目撃情報等はなく、福島県は、同年２月末に
全頭を捕獲したと判断した。また、継続飼養をしてい
る農家に対しては、福島県が定めた対処方針を遵守す
るよう、県とともに要請等を行った。

第２節　 国産農畜産物の競争力強
化に向けた生産面での取
組強化

　地方の自主性・裁量性を高める観点から、地域の実
情に応じて柔軟な対応が可能な仕組みである「強い農
業づくり交付金」を引き続き推進した。
　また、産地の農業収益力の向上に向け、国が直接採
択・支援する事業を大括り化し、効率的な運用を可能
とした「産地活性化総合対策事業」を引き続き推進し
た。

１ 　強い農業づくり交付金 
（産地競争力の強化に向けた取組）

⑴　事業の趣旨
　我が国農業は国民への食料の安定供給や地域社会の
活力の維持、国土及び自然環境の保全等といった多面
的かつ重大な役割を果たしている。
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　一方、近年の消費・流通構造の変化に伴い、存在感
を増す外食産業や流通業界のニーズに対し、国産農畜
産物の生産・供給体制が対応しきれなくなったことに
よる輸入農産物の急速な代替の進行、それによる産地
の農業収益の減少等の問題が生じている。
　我が国農業の体質強化を図るためには、多様化する
消費者・実需者のニーズに適応した国産農畜産物の安
定供給体制を確立し、国産農畜産物のシェアの低下を
防ぎ、産地としての持続性を確保するといった産地の
競争力強化に向けた取組が非常に重要となっている。
　このため、国産農畜産物の競争力の強化や環境と調
和のとれた持続的な農業生産への転換に必要となる体
制整備を支援した。

⑵　取組の内容
　強い農業づくり交付金のうち産地競争力の強化の取
組においては、農畜産物の高品質・高付加価値化、作
付面積及び収量の増加、労働時間及びコストの削減、
農畜産業の環境保全といった目標を実現するために必
要となる取組を地域が自ら選択し、総合的に実施する
ことができる。
　なお、27年度においては、土地利用型作物、畑作物・
地域特産物、果樹、野菜、花き、環境保全、畜産周辺
環境影響低減、畜産生産基盤育成強化、飼料増産、家
畜改良増殖、食肉等流通体制整備、国産原材料サプラ
イチェーン構築、青果物広域流通システム構築、農畜
産物輸出に向けた体制整備、「強み」のある産地形成
に向けた体制整備といった取組メニューを措置し、産
地の競争力強化に寄与する農畜産業共同利用施設の整
備等を総合的に支援した。

⑶　予　算　額
　　平成27年度予算額　　　231億円の内数

２　産地活性化総合対策事業

⑴　事業の趣旨
　近年の農産物価格の低迷、肥料等資材価格の高騰等
により産地の農業収益力が低下しており、地域経済全
体の低迷や食料供給力の減退を招くことが懸念されて
いる。
　このため、幅広い品目の産地収益力の向上に向けた
取組を支援することにより、産地の収益力の向上及び
食料自給率の向上等を通じた産地の活性化を図った。

⑵　事業の内容
　産地活性化総合対策事業においては、①新品種・新
技術等を活用した産地形成、②生産システムの革新、
収穫期等の繁忙期における労働力の確保、③薬用作物
等地域特産作物の産地確立、④青果物流通の合理化・

効率化、⑤国産花きのシェア奪還と輸出拡大、⑥産地
の収益力増強、国産粗飼料の生産性向上、大豆、麦、
飼料用米等の大幅な生産拡大・生産コストの低減、⑦
いぐさ・畳表生産者の経営安定を図る取組等について
総合的に支援した。

⑶　予　算　額
　　平成27年度予算額　　23億円

３　攻めの農業実践緊急対策

⑴　事業の趣旨
　攻めの農業を実践する取組を後押しし、農業者等の
所得の向上を図るため、水田フル活用等に資する低コ
スト生産のための高効率機械の導入、効率的流通加工
体制づくりのための施設合理化、高収益作物への転換
等を総合的に支援するため、平成25年度に350億円の
基金を造成した。

⑵　事業の内容
　攻めの農業実践緊急対策事業においては、低コス
ト・高収益な生産体制への転換を図るため、生産体制、
流通加工体制の効率化等に計画的に取り組む産地に必
要な大型機械の導入、既存機械等の再利用、施設の機
能向上等に必要な設備の導入等を支援した。

４　産地パワーアップ事業

⑴　事業の趣旨
　環太平洋パートナーシップ協定の大筋合意を踏ま
え、水田・畑作・野菜・果樹等の産地が創意工夫を活
かし、地域の強みを活かして起こすイノベーションを
促進することにより、農業の国際競争力の強化を図る
必要がある。
　このことにより、地域の営農戦略に基づいて実施す
る産地の高収益化に向けた取組を総合的に支援するた
め、平成27年度に505億円の基金を造成した。

⑵　事業の内容
　地域一丸となって収益力強化に計画的に取り組む産
地に対し、計画策定経費、計画の実現に必要な農業機
械のリース導入や、集出荷施設等の整備に係る経費等
をすべての農作物を対象として総合的に支援した。

５　農畜産物輸出拡大施設整備事業

⑴　事業の趣旨
　環太平洋パートナーシップ協定交渉の大筋合意を踏
まえ、高品質な我が国の農畜産物の一層の輸出拡大に
より、攻めの農林水産業を推進していくことが必要で
ある。
　このため、農畜産物輸出拡大施設整備事業は、産地
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等の取組として、農畜産物の輸出拡大を目指し、その
生産・流通体制を構築するために必要な施設整備を
図った。

⑵　事業の内容
　「攻めの農林水産業」の実現に向け、国産農畜産物
の輸出促進の取組に必要となる輸出対応型共同利用施
設等の整備を支援した。

第３節　農産物の生産対策等

１　野　菜　対　策

⑴　生産・輸出入動向
ア　野菜の生産動向
　平成27年産の野菜について、作付面積はブロッコ
リー（400ha 増）、たまねぎ（400ha 増）等では増
加したものの、だいこん（400ha 減）、スイートコー
ン（300ha 減）、にんじん（300ha 減）等では減少
したことから、野菜全体では前年産に比べて２千
ha 減少し、397千 ha となった。
　収穫量はたまねぎ、ブロッコリー等では増加した
ものの、はくさい、だいこん、キャベツ等では、産
地での天候不順により減少したことから、野菜全
体では前年産に比べて60千ｔ減少し、11,248千ｔと
なった。

表２ 　平成27年産主な野菜の作付面積、収穫量及び出荷量

イ　野菜の輸出入動向
　平成27年の輸出金額は、前年比127％の15,652
百万円と増加した。このうち、生鮮野菜の輸出金額
は、香港向けのいちご、メロン及びかんしょや米
国向けながいも等が増加したことにより、前年比
145％の5,532百万円となった。また、野菜加工品の
輸出金額も前年比119％の10,121百万円と増加した。
　平成27年の輸入量は、前年比97％の258万ｔと減
少した。このうち、生鮮野菜の輸入量は、たまねぎ、
ブロッコリー、ごぼう及びキャベツ等の輸入が減少
したことにより、前年比93%の82万７千ｔとなっ
た。また、野菜加工品の輸入量は、トマト加工品や
調製した野菜等が減少し、前年比98％の175万２千
ｔであった。

⑵　生産・流通対策
　輸入品の使用割合が増加している加工・業務用野菜
について、国産野菜の仕向け量の増加を図るため、国
産野菜の安定供給体制の構築や、流通コストの低減を
図るための効率的・合理的な流通システムの構築を支
援した。
　さらに、一層の低コスト化、高付加価値化等を通じ
て、輸入野菜との品質・価格競争に打ち勝つ力強い生
産・供給体制の確立を推進した。
ア　加工・業務用需要への的確な対応に向けた取組
　ア 　加工・業務用国産野菜の仕向け量増加を図るた

め、生産者・中間事業者・食品製造業者等が一体
となった供給連鎖（サプライチェーン）構築のた
めの取組、生産現場での品種・栽培技術等につい
ての実証試験や生産力強化に向けた生産・流通一
貫マニュアルの策定・普及等を支援した。

　　（予算額
　　　　 産地活性化総合対策事業のうち新品種・新技

術活用型産地育成支援事業
　　　　 新品種・新技術活用環境整備事業（国産原材

料供給力強化支援事業）
2,343百万円の内数）

　イ 　輸入野菜からのシェア奪還に向け、加工・業務
用野菜への転換を推進する産地を対象に、加工・
業務用野菜の安定供給に必要な土壌・土層改良、
被覆資材の使用等の作柄安定技術を導入した場合
に、３年間支援する事業を実施した。

　　（予算額
　　　　加工・業務用野菜生産基盤強化事業

800百万円）
イ　青果物流通の合理化・効率化に向けた取組
　青果物流通の合理化・効率化のため、物流業界と
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の連携による新たな輸送システムの導入実証を支援
した。

　（予算額
　　　　 産地活性化総合対策事業のうち青果物流通シ

ステム高度化事業
2,343百万円の内数）

ウ　野菜産地の収益力向上に向けた取組
　ア 　野菜産地の体質強化に向けて、消費者ニーズに

的確に対応した特色ある園芸産地を構築するため
に必要な集出荷貯蔵施設、処理加工施設、低コス
ト耐候性ハウス等の整備を支援した。

　　（予算額
　　　　強い農業づくり交付金

23,085百万円の内数）
　イ 　「強み」のある野菜産地の形成を図るため、新

技術や新品種を活用して実需者等が一体となった
新たな産地形成を行う取組等を支援した。  

　　（予算額
　　　　 産地活性化総合対策事業のうち新品種・新技

術活用型産地育成支援事業
2,343百万円の内数）

⑶　価格動向と需給・価格安定対策
ア　野菜の価格動向
　野菜は、国民消費生活上不可欠なものであるが、
気象条件の影響を受けて作柄が変動しやすい上に、
保存性にも乏しいため、価格が変動しやすい特性を
持っている。
　平成27年の野菜価格は、４月の日照不足や少雨、
８月上旬の雹害、同月下旬以降の長雨等により、生
育が低下したため、概ね高値基調で推移した。

表３　指定野菜（ 14品目）の卸売価格の動向 
（東京都中央卸売市場）
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イ　需給安定対策
　「指定野菜の需給ガイドライン」及び「指定野菜
の必要入荷量の見通し」を策定し、これらを踏まえ
生産者等が作成した供給計画に基づく生産・出荷を
推進した。
　価格低落時に実施する緊急需給調整事業は行わな
かった。

ウ　野菜価格安定制度
　ア　指定野菜価格安定対策事業

　野菜生産出荷安定法（昭和41年法律第103号）
に基づいて、一定の面積規模等を満たす野菜指定
産地から出荷される国民消費生活上重要な野菜
（指定野菜）の価格の著しい低落が生産者の経営
に及ぼす影響を緩和し、消費者への野菜の安定供
給に資するため、独立行政法人農畜産業振興機構
が生産者補給交付金等を交付する事業を実施し、
国は、この資金拠出に要する経費について助成を
行った。

　イ　特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
　野菜生産出荷安定法に基づいて、国民消費生活
や地域農業振興の観点から指定野菜に準ずる重要
な野菜（特定野菜）等について、都道府県の野菜
価格安定を目的とする法人（以下、「野菜価格安
定法人」という。）が価格差補給交付金等を交付
する事業を実施し、国は、これに要する経費につ
いて、独立行政法人農畜産業振興機構を通じて助
成を行った。

　ウ　契約野菜安定供給事業
　野菜生産出荷安定法に基づいて、加工業者、外
食業者、量販店等の実需者との契約取引を行う生
産者に対して、契約取引に係る価格・収量変動の
リスクを軽減するため、独立行政法人農畜産業振
興機構が契約指定野菜安定供給事業を実施し、国
は、この資金拠出に要する経費について助成を
行った。また、野菜価格安定法人が契約特定野菜
等安定供給促進事業を実施し、国は、これに要す
る経費について、独立行政法人農畜産業振興機構
を通じて助成を行った。
　加工・業務用需要に対応した契約取引のセーフ
ティーネット支援強化のため、独立行政法人農畜
産業振興機構が契約野菜収入確保モデル事業を実
施し、国は、これに要する経費について、独立行
政法人農畜産業振興機構を通じて助成を行った。

　　（所要額
　　　　野菜価格安定対策事業

16,722百万円）
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⑷　消費拡大対策
　国産野菜の消費拡大を図るため、①地場産野菜の利
用量向上を目的とした市場調査の実施、②消費者等の
ニーズに応じた野菜を活用した新商品の開発、③野菜
の利用量向上等の取組を推進する人材の育成等の取組
を支援した。
　（予算額
　　　日本食・食文化魅力発信プロジェクト

2,362百万円の内数）

２　果　樹　対　策

⑴　生産・輸出入動向
ア　果樹の生産動向
　平成27年産の果樹栽培面積は前年に比べ3,653ha
減少し、223千 ha となった。主な品目については、
みかん（800ha 減）、りんご（300ha 減）、かき（500ha
減）をはじめ、全般的に減少した。
　また、平成27年産の果実生産量は、前年産よりや
や減少し、295万ｔ（前年比95％）となった。

表４ 　平成27年産主な果実の栽培面積、収穫量及び出
荷量

イ　果実の輸出入動向
　平成27年の輸出金額は、前年比147％の23,803
百万円と増加した。このうち、生鮮果実の輸出金額
は、台湾及び香港向けのりんご及びぶどうや香港向
けのなし及びもも等が増加したことにより、前年
比144％の17,972百万円となった。また、果実加工
品の輸出金額も前年比156％の5,831百万円と増加し
た。
　平成27年の輸入量は、前年比99％の234万５千ｔ
となった。このうち、生鮮果実の輸入量は、バナナ、
オレンジ、ぶどう及びキウイフルーツ等が増加した
ことにより、前年比100%の160万７千ｔとなった。
また、果実加工品の輸入量は、果汁類等が減少し、
前年比96％の73万８千ｔとなった。

⑵　果樹産地の強化
　平成27年４月に果樹農業振興特別措置法（昭和36年
法律第158）に基づく新たな果樹農業振興基本方針が
策定され、本方針に従って果樹農業の好循環を生みだ
すための施策を推進した。また、平成19年度から始
まった果樹経営支援対策事業により、果樹産地構造改
革計画に基づき、担い手や産地が行う前向きな取組
（優良品目・品種への転換、園地整備、大苗育苗ほの
設置等）を支援したほか、平成23年度から果樹未収益
期間支援事業を実施し、産地ぐるみで改植を実施した
際の未収益期間に対し、肥料・農薬代等の育成経費へ
の支援を行った。
　また、果樹産地の競争力強化を図るため、強い農業
づくり交付金等により、農産物処理加工施設、集出荷
貯蔵施設等の整備等を支援した。
　（予算額　果実等生産出荷安定対策事業

5,520百万円の内数
　　　　　　強い農業づくり交付金

 23,085百万円の内数）
⑶　需給安定対策

　果実の需給安定を図るため、次の事業を実施した。
ア　果実計画生産推進事業
　うんしゅうみかん及びりんごについて、生産出荷
計画の作成、摘果等による生産量の調整による需給
安定対策を実施した。
　平成27年産のうんしゅうみかんについては、おも
て年であったものの、収穫前の腐敗・落果による消
耗が大きかったことから前年を下回った。りんごに
ついては、10月の低気圧・暴風による樹上損傷等が
発生したものの、主産県全体で平年を上回った。
　適正生産出荷見通し（適正生産量：うんしゅうみ
かん90万ｔ、りんご81万ｔ）を策定した。これをも
とに、全国、道府県、産地の段階でそれぞれ生産出
荷目標を策定するとともに、各産地では、摘果等に
よる適正生産量の達成に向けた取組が推進された。

　（予算額　果実等生産出荷安定対策事業
5,520百万円の内数）

イ　緊急需給調整特別対策事業
　緊急需給調整特別対策事業は、うんしゅうみかん
及びりんごについて、適切な需給調整を実施したに
もかかわらず、一時的な出荷集中により、価格が低
下した場合等において、生産者団体主導により生食
用に集荷された果実を加工用に仕向ける際に要する
経費を助成するものであるが、平成27年産について
は、一部の県においては大きく価格が下落したもの
の全体的には著しい価格低下がなかったことから、

─ 120 ─



第６章　生　　産　　局

本事業は発動されなかった。
　（予算額　果実等生産出荷安定対策事業

5,520百万円の内数）
⑷　消費拡大対策

　国産果実の消費拡大を図るため、①地場産果実の利
用量向上を目的とした市場調査の実施、②消費者等の
ニーズに応じた地場産果実を使ったスイーツ等の新商
品開発、③果実の利用量向上等の取組を推進する人材
の育成、④働く世代向けの果実の消費スタイルの提案
等の取組を支援した。
　（予算額
　　　日本食・食文化魅力発信プロジェクト

2,362百万円の内数）

３　花　き　対　策

⑴　生産・輸出入動向
ア　花きの生産動向　
　平成26年産花きについて、作付面積では、芝類
（前年比102%）や地被植物類（前年比121%）が増
加したものの、花木類（前年比97％）や球根類（前
年比92%）などが減少したことから前年比97%の
28,820ha となった。
　出荷数量では、芝類（前年比107%）や地被植物
類（前年比105％）が増加したものの、花木類（前
年比94%）や球根類（前年比96%）などが減少した。
　産出額では、芝類（前年比110%）や地被植物類
（前年比103％）が増加したものの、花壇用苗もの類
（前年比96%）や鉢もの類（前年比98%）などが減
少したことから、前年比99%の3,732億円となった。

表５　平成26年産の花きの生産の動向

品　目
作付面積

ha
出荷数量

産出額
億円

 切 り 花 類
15,090
（98）

3,949,000（千本）
（97）

2,086
（99）

鉢 も の 類
1,764
（98）

233,600（千鉢）
（96）

958
（98）

花　壇　用
苗 も の 類

1,491
（97）

692,400（千鉢）
（97）

310
（96）

花　木　類
4,178
（97）

84,627（千本）
（94）

246
（99）

球　根　類
379
（92）

108,100（千球）
（96）

24
（100）

芝　　　類
5,803
（102）

4,604（ha）
（107）

80
（110）

地被植物類
115

（121）
29,897（千鉢 ･千本）

（105）
28

（103）

合　　　計
28,820
（97）

－
（－）

3,732
（99）

注：（　）の数字は前年比、単位は％
出典： 花き生産出荷統計、生産農業所得統計、花木等生産

状況調査

イ　花きの輸出入動向
　平成26年の花きの輸出金額は、切り花（前年比
204%）などが増加したものの、植木・盆栽・鉢物
（前年比86%）が減少したことから、前年比89%の
88.6億円（輸出重点品目84.8億円）と減少した。
　平成26年の花きの輸入金額は、球根類（前年比
104%）が増加したものの、切り花類（前年比99%）
が減少したことから、前年比100%の503.8億円と横
ばいであった。

⑵　産業振興対策
　平成26年12月に施行された「花きの振興に関する法
律」（平成26年法律第102号）の理念の実現のため、「国
産花きイノベーション推進事業」、「トルコ・アンタル
ヤ国際園芸博覧会政府出展事業」として、次の諸対策
を実施した。
ア　花き関係者の連携支援
　国産花きのシェアの回復と輸出拡大を図るため、
47都道府県等において、生産、流通、販売等の花き
関係者が一堂に会する協議会の設置 ･運営を支援し
た。

イ　国産花きの強みを活かす生産・供給体制の強化
　国内外の花きの需要に柔軟に対応するため、国産
花きの強みを活かす生産・供給体制の強化に向け
た、日持ち性向上のための管理技術の導入や物流の
効率化等の取組を支援した。

ウ　国産花きの需要拡大に向けた取組の推進
　無購買層・低購買層に消費を促すため、花きの効
用等の知識の普及を図るとともに、子どもが花きに
触れる機会を通じて、やさしさや美しさを感じる気
持ちを育む「花育」活動や国産花きの魅力を発信す
る花文化展示等の取組を支援した。

エ 　オリンピック・パラリンピックフラワー安定供給
対策
　真夏に開催される平成32年のオリンピック・パラ
リンピック東京大会において、勝利の花束いわゆる
‘ビクトリーブーケ’や会場内外で装飾される国産
花きを安定的に生産供給する体制整備に向けた取組
等を支援した。

　（予算額
　　　 産地活性化総合対策事業のうち国産花きイノ

ベーション推進事業

生
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532百万円）
オ　国際園芸博覧会への政府出展
　中東地域への輸出拡大を通じた国産花きの競争力
強化を図るため、平成28年４月から半年にわたり開
催されるトルコ・アンタルヤ国際園芸博覧会に政府
出展するための準備を行った。

　（予算額
　　　 トルコ・アンタルヤ国際園芸博覧会政府出展事

業
121百万円）

カ　花き産業振興総合調査
　花き関係の基礎データの整備のための調査・分析
を行った。

　（予算額
　　　花き産業振興総合調査

３百万円）

４　施設園芸対策

⑴　施設園芸の動向
ア　施設園芸の高度化に関する動向
　我が国における温室の設置面積は４万6,449ha（平
成24年）のうち、加温設備を備えた温室は、２万
0,002ha（43%）、温度や湿度、光等の複数の環境を
制御できる装置を備えた温室は、655ha（1.4%）と
なった。

イ　施設園芸の安定化に関する動向
　施設園芸では、経営費に占める燃料費割合が、他
産業に比べて高く（燃料費割合は、トラック５％に
対してピーマンの場合で26％（平成27年の推定値））、
また、燃油価格は、為替や国際的な商品市況の影響
を受け、高騰や乱高下を繰り返している。
　施設園芸ハウスは、大雪や台風などの自然災害に
よる被害を受けやすく、平成26年２月の大雪では、
関東甲信地方で施設園芸ハウスの倒壊被害が発生し
た。
　施設園芸における果菜類の栽培では安定した結実
のため、花粉交配用昆虫の利用が重要となるが、こ
れまで広く用いられてきたセイヨウオオマルハナバ
チが、平成18年に特定外来生物に指定され、原則と
して飼養等が禁止されたことから、これに替わる花
粉交配用昆虫の普及が課題となっている。

⑵　施設園芸振興対策
　天候等に左右されずに、野菜等の安定供給を確保す
るためには、環境制御装置を導入した温室の割合を高
め、生産性を向上させることが重要であるとともに、
燃油価格の高騰や自然災害に影響を受けにくい経営構

造への転換、花粉交配用昆虫の確保といった経営の安
定化が重要であることから、次の諸対策を実施した。
ア　施設園芸の高度化に向けた対策
　ア 　我が国の施設園芸を次世代に向かって発展させ

るため、大規模に集約された施設において ICT
を活用した高度な環境制御技術による周年・計画
生産を行うとともに、地域資源を活用したエネル
ギー供給から生産、調製・出荷までを一貫して行
う次世代施設園芸拠点の整備を支援した。

　　（予算額
　　　　次世代施設園芸導入加速化支援事業

2,008百万円の内数）
　イ 　生産性・収益性向上の観点から低コスト耐候性

ハウスや高度環境制御栽培施設等の共同利用施設
の導入を支援した。

　　（予算額
　　　　強い農業づくり交付金

23,085百万円の内数）
イ　施設園芸の安定化に向けた対策
　ア 　燃油価格の高騰の影響を受けにくい経営構造へ

の転換を進めるため、施設園芸の省エネルギー設
備のリース導入を支援するとともに、農業者と国
の拠出により燃油価格が一定基準以上に上昇した
場合に補てん金を交付するセーフティネットの構
築を支援した。

　　（予算額
　　　燃油価格高騰緊急対策

平成27年度末基金残高　25,770百万円の内数）
　イ 　南海トラフ地震等、今後発生が予測される大規

模災害での被害を軽減し、災害に負けない持続的
な産地づくりを行うため、防災対策に必要な資機
材を組み合わせた実効性のある施設園芸プログラ
ムの実証・確立を支援した。

　　（予算額
　　　　産地リスク活性化総合対策事業のうち
　　　　施設園芸産地防災実証モデル導入事業

318百万円の内数）
　ウ 　花粉交配用蜜蜂の安定的増殖のために必要な蜜

源植物の植栽や、在来種マルハナバチなどの訪花
昆虫を利用する技術の確立・普及に対して支援し
た。

　　（予算額
　　　　産地活性化総合対策事業のうち
　　　　養蜂等振興推進事業

2,343百万円の内数）
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５　特産農産物の生産振興対策

　特産農産物は地域農業において極めて重要な地位を
占めているが、その多くは加工原料用需要であるた
め、海外産品との競合等により需要が伸び悩んでいる
ものが多いこと等から、需要の動向に沿った計画的生
産を推進し、生産性及び品質の一層の向上を図ること
が重要な課題となっている。
　これら特産農産物の生産動向及び振興対策は次のと
おりである。

⑴　特産農産物の生産動向
ア　茶
　平成27年の茶栽培面積は、前年に比べ800ha 減の
４万4,000ha（前年比98.2％）となった。
　また、輸出は4,263ｔ（同118.6％）で、うち緑茶
が4,127ｔ（同117.4％）であった。一方、お茶の輸
入は３万579ｔ（同92.8％）で、うち緑茶が3,473ｔ
（同83.1％）、紅茶が１万5,586ｔ（100.9％）、その他
の茶（部分的発酵茶）が１万1,520ｔ（同86.4％）で
あった。

イ　その他の特産農産物
　平成27年のその他の特産農産物の生産量は、い
ぐさが主産県（熊本県、福岡県）で7,800ｔ（同
77.2％）、こんにゃくいもが主産県（群馬県、栃木県）
で５万8,300ｔ（同95.1％）であった。

⑵　特産農産物振興対策
　特産農産物の生産性及び品質の向上等を図るため、
作業の省力化・外部化を図るための取組や、付加価値
向上のための取組等を推進した。
ア　茶
　茶の高品質化・需要拡大のため、茶園の若返りや
優良品種への転換による生産量・品質向上、輸出用
茶園における海外ニーズに応じた茶の生産・加工技
術や低コスト生産技術の導入の取組を支援した。

イ　いぐさ、こんにゃくいも等地域特産物
　地域特産物の安定的な生産・供給や輸入品との差
別化を図るため、ブランド産地の確立を推進し、地
域特産物産地の育成を図った。

ウ　薬用作物
　薬用作物の生産振興のため、農林水産省、厚生労
働省、関係団体との共催により、生産者と実需者の
マッチングのためのブロック会議を全国８カ所で開
催し、情報交換や栽培希望調査を実施した。

６　蚕糸業振興対策

⑴　蚕糸業の動向

　我が国の養蚕業は中山間・畑作地域の農業経営にお
ける重要な作目として、また、製糸業は養蚕業と絹業
を結ぶ仲立ちとして、ともに地域経済に重要な役割を
果たしている。
　しかしながら、養蚕農家数、繭の生産量は大幅に減
少し、それに伴い生糸生産量も減少してきている。ま
た、長期にわたる「きもの」離れに加え、安価な絹製
品の輸入の増加等により、生糸価格は低迷している。
ア　養蚕概要
　養蚕農家の高齢化、後継者不足による労働力事情
の悪化等により、飼育を中止する農家や掃立規模を
縮小する農家が増加したため、平成27年度の収繭量
は135ｔ（前年比90.6％）であり、蚕期別にみると
春繭は49ｔ（同89.1％）、初秋繭は32ｔ（同88.9％）、
晩秋繭は54ｔ（同93.1％）であった。

イ　生糸需給
　平成27年度の生糸供給量は、期初在庫数量1,911
俵（前年比96.0 ％）に、国内生産量356俵（同
77.6％）、輸入数量5,934俵（同74.6％）を加え、8,201
俵（同78.8％）であった。他方、需要量は、国内生
糸引渡数量6,624俵（同78.0％）、輸入数量０俵であっ
たため、期末在庫数量は1,637俵（同85.7％）となっ
た。

⑵　蚕糸・絹業提携支援緊急対策
　川上（蚕糸業）と川下（織物業、流通業等）の連携
による、蚕糸・絹業双方の持続的な発展に向けて、平
成19年度補正予算において、35億円を措置し、公募に
より決定した（財）大日本蚕糸会に蚕糸・絹業提携
支援緊急対策基金を造成するとともに、これを取り
崩し、平成19年度（平成20年２月）から、「蚕糸・絹
業提携支援緊急対策事業」を実施しているところであ
る。
　この事業では、①各事業者が提携グループ作りの準
備をし、平成23年度末までに提携システムに移行する
こと、②移行して３年間（25年度末まで）は、各グ
ループが行う純国産絹製品の試作品の作成、販売促
進、繭・生糸の生産から最終製品の販売までの品質向
上やブランド化のための取組等に必要な助成金を交付
すること、③養蚕農家が提携グループに移行するまで
の間、経過措置として従来と同様、繭代を補填するこ
ととしており、平成25年度の事業終了時には全ての養
蚕農家が提携システムに参画し、持続的な蚕糸業を確
立することとしていだが、東日本大震災等の影響によ
り、絹製品の売り上げが落ち込んだことから、提携グ
ループの自立を支援するため、平成28年度まで同事業
を延長している。
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⑶　繭・生糸の国境措置
　繭・生糸の国境措置については、関税割当制度の運
用により実施しており、平成27年度の関税割当枠（無
税）は798ｔ（繭、生糸を合わせた数量で生糸換算で
ある。）に設定した。
　また、二次税率については、平成７年４月のWTO
協定の実施以降、平成12年までの６年間で15％引き下
げられ、平成27年は、繭が2,523円 /kg、生糸が6,978
円 /kg となっている。

第４節　農業生産資材対策

１　農業生産資材費低減対策

⑴　農業生産資材費低減に向けた取組
　肥料、農薬、農業機械等の農業生産資材は、農業の
生産性や農産物の品質向上を図る上で不可欠なもので
あり、生産コストに占める割合も大きいことから、農
業者の所得を増大し、食料の安定供給等を持続的に果
たしていくためには、農業生産資材費の一層の低減を
図ることが重要である。
　このため、主要農業生産資材の生産、流通、利用の
各段階で、業界団体、農協系統及び都道府県それぞれ
が①大型規格品などの低価格資材の供給、②工場から
担い手農家への直送などの資材流通の合理化、③土壌
診断に基づく適正施肥や肥効調節型肥料の局所施肥な
どの資材の効率利用の取組を促進した。

⑵　肥料に係る取組
ア　肥料の価格
　肥料原料等の国際市況は、平成20年に肥料原料の
需給のひっ迫感等を背景に高騰し、これに伴い国内
の肥料価格も大幅に上昇した。国際市況は、21年以
降は落ち着きを取り戻し、22年秋頃から肥料の需要
が回復したため、再び緩やかな上昇基調で推移。24
年をピークに増減しつつも現在は落ち着いている。
一方為替相場は、24年秋以降、円安傾向が進んでい
る。
　28肥料年度（秋肥27年６月～ 10月、春肥11月～
28年５月）の国内の肥料価格（全農供給価格）のう
ち、高度化成肥料は前期に比べ、円安や国際市況の
影響を受け、秋肥が2.7%、春肥が0.6％の値上げと
なっている。

イ 　産地リスク軽減技術総合対策事業のうち省資源生
産技術確立支援事業及び省資源体系確立支援事業
　未利用資源に含まれる肥料成分を活用した肥料や
フレキシブルコンテナを利用した施肥体系及び施肥

量やコストを削減する施肥法等の実証等を支援し
た。

　（平成27年度予算額）
　　○ 産地リスク軽減技術総合対策事業のうち省資源

生産技術確立支援事業及び省資源体系確立支援
事業　　　　　　　　　　　 318百万円の内数

⑶　農業機械化対策
ア　地域における効率利用の推進
　「農業機械化促進法」（昭和28年法律第252号）に
基づき、農作業の効率化により農業経営の改善に寄
与する高性能な農業機械の計画的な導入を促進する
ため、「高性能農業機械等の試験研究、実用化の促
進及び導入に関する基本方針」（平成25年５月16日
農林水産省告示第1602号）により、都道府県におけ
る高性能農業機械の適切な導入を推進した。

イ　地域における農作業安全対策の推進
　農業機械による事故を中心に、農作業死亡事故は
毎年400件前後発生しているため、国が旗振り役と
なり、都道府県、農機具メーカー、JA グループ等
19関係機関の協力を得て、農作業繁忙期で事故が多
く発生する春と秋に「農作業安全確認運動」を実施
した。
　また、農作業中の事故を未然に防止するため、一
連の作業の中の危険要因を洗い出し、事故の起こり
やすさやけがの度合いを評価することにより、対策
をたてる優先順位を決め、実際に対策を考えて周知
徹底する取組（農作業へのリスクアセスメントの適
用）を支援した。

　（平成27年度予算額）
　○産地活性化総合対策事業 2,343百万円の内数
ウ　農機具の検査・鑑定
　ア　農機具の検査

　農業機械化促進法の規定に基づき、国立研究開
発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物系特
定産業技術研究支援センター（以下「生研セン
ター」という。）において、農機具製造業者の依
頼に応じ、31型式の農機具型式検査を実施した。

　イ　農機具の鑑定
　農作業事故の防止及び農業機械の省エネルギー
化等に資するため、生研センターにおいて、農機
具製造業者の依頼に応じて、①安全鑑定について
は15機種198型式、②任意鑑定については５機種
23型式、③機能確認については３機種30型式の鑑
定を実施した。

エ　高性能農業機械の開発・実用化の促進
　ア　生研センターにおける研究開発
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　　①　農業機械等緊急開発事業
　「高性能農業機械等の試験研究、実用化の促
進及び導入に関する基本方針」に基づき、農畜
産物の生産コストの縮減に資する高性能農業機
械の開発等を民間企業との共同研究等により実
施した。
　なお、27年度に農業機械等緊急開発事業で実
施した研究課題は次のとおりである。

　　ａ　農作業の更なる省力化に資する機械
　先端技術の活用等を通じた、機械化が遅れて
いる作目の生産における機械化一貫体系の確
立、一層の高能率化を実現する新たな機械化一
貫体系の確立等に資する高性能農業機械
⒜　高速高精度汎用は種機
⒝　大豆用高速畝立は種機
⒞　高性能・高耐久コンバイン
⒟　中山間地域対応型栽培管理ビークル
⒠　野菜用の高速局所施肥機
⒡　軟弱野菜の高能率調製機
⒢　送風補助式静電防除機
⒣　樹園地用小型幹周草刈機

　　ｂ 　環境負荷の低減及び安全な農産物の生産に資
する機械
　農業生産資材の節減、地球温暖化の防止に向
けた温室効果ガスの排出削減、農薬の飛散低減
等に資する高性能農業機械
⒜　籾殻燃焼バーナー

　　ｃ　農作業の安全性向上に資する機械
　農作業事故の実態を踏まえた農作業の安全性
向上に資する高性能農業機械
⒜　高機動けい畔草刈機

　イ　高性能農業機械実用化促進事業
　農業機械化促進法に基づく高性能農業機械実用
化促進事業を実施している新農業機械実用化促進
株式会社において、平成27年度は、計73機種の高
性能農業機械等について、部品の共通化や金型等
基本的な製造機械の提供等を通じて普及を図っ
た。

オ　農業機械化研修
　平成27年度の農林水産省農林水産研修所つくば館
における農業機械化研修受講者実績は次のとおり。
　なお、平成27年度の研修は、農作業安全の研修に
　重点を置いて実施した内容となっている。

　ア　農林水産省職員コース 292名
　イ　都道府県職員等コース 170名
　ウ　一般コース（地域リーダー等の農業者を含む）

430名
計892名

カ　農業資材審議会農業機械化分科会
　平成27年度は、27年５月14日、６月12日、７月17
日、８月27日、９月29日及び28年３月31日に農業資
材審議会農業機械化分科会を開催した。
　分科会では、型式検査の主要な実施方法及び基準
の改正及び平成28年度において型式検査を行う農機
具の種類を定める件について答申が行われた。
　また、今後の農業機械化政策の展開方向につい
て、農業機械の開発・改良・普及、農業機械に係る
コスト低減、農作業安全対策の推進、という３つの
事項に沿って整理した「今後の農業機械化政策の展
開方向（中間論点整理）」を取りまとめた。

第５節　 持続可能な農業生産の推
進

　気候変動をはじめとする地球環境問題が進行する中
で、環境に配慮した持続可能な経済社会への転換に向
けて、我が国の農業生産においても、資源の循環利用
や環境負荷の低減等を目指していくことが喫緊の課題
となっている。さらに、農林水産業を通じた、温室効
果ガス排出量の削減への貢献や多くの生物への貴重な
生息・生育環境の提供などの対応も求められている。
　このため、平成22年３月に閣議決定された食料・農
業・農村基本計画に基づき、環境保全型農業に関する
取組を推進するとともに、地力増進対策を行った。さ
らに、地球温暖化など農業生産条件に対応した取組を
行った。

１　環境保全型農業の推進

⑴　環境保全型農業施策の推進
　農業者が環境保全に向けて最低限取り組むべき「環
境と調和の取れた農業生産活動規範（農業環境規範）」
の普及・定着を図るため、農業生産関連の補助事業等
のうち34事業において、「農業環境規範」の実践を受
益者に求める等の関連付けを行った。
　また、「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に
関する法律（平成11年法律第110号）」に基づき、土づ
くりと、化学肥料・農薬の低減に一体的に取り組む農
業者（エコファーマー）の認定を促進し、平成27年度
末の認定件数は約15万５千件となった。
　さらに、エコファーマーの全国ネットワークへの活
動協力として、環境保全型農業に関する情報の提供、
消費者との相互理解を図る等の取組への支援を行っ
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た。
　また、強い農業づくり交付金により環境と調和した
持続的な農業生産を推進するために必要な共同利用施
設等への支援を行った。

⑵　環境保全型農業直接支払交付金
　環境保全型農業の推進を図るため、平成27年４月に
施行された ｢農業の有する多面的機能の発揮の促進に
関する法律｣（平成26年法律第78号）に基づき、化学
肥料・化学合成農薬の使用を原則５割以上低減する取
組と合わせて行うカバークロップの作付け、堆肥の施
用、有機農業等の地球温暖化防止や生物多様性保全に
効果の高い営農活動に対して支援を実施し、平成27年
度については、4,081件、74,180ha に対して支援を行っ
た。

⑶　有機農業の推進
　有機農業推進法（平成18年法律第112号）に基づく
「有機農業推進基本方針」の策定以降、都道府県に対
し推進計画策定の働きかけを行い、平成23年度末にお
いては、47都道府県で「有機農業推進計画」が策定済
みとなっている。
　また、有機農業の一層の拡大を図るため、全国段階
で有機農業の参入促進、栽培技術の体系化、販路拡大
のためのマッチングフェアの開催等の取組に支援する
とともに、農業用資材の使用量を大幅に低減可能な有
機農業に取り組む16地区に対し、安定供給力強化、産
地販売力強化、有機農業者育成力強化の取組に支援し
た。

２　地力増進対策

　近年、農地土壌の物理性・化学性の悪化（地力の低
下）に起因する生産力の低下が顕在化している。
　一方、近年の農業労働力の減少等我が国農業を取り
巻く諸情勢の変化に伴い、堆肥等の有機物の施用量が
減少している状況に鑑みると、地力増進のための土壌
管理の取組の重要性がこれまで以上に増している。
　このため、「地力増進法」（昭和59年法律第34号）に
基づく地力増進基本指針を踏まえ、土壌・土層改良や、
土づくりの推進等、土壌機能を維持・増進するための
対策等を推進した。
　具体的には、大区画化されたほ場における作物の収
量・品質のばらつきを解消するための高精度な土壌管
理技術等の導入・普及に向けた取組に対して支援を
行った。
　また、平成27年は国際連合が定めた国際土壌年で
あったため、土壌保全の重要性について広く一般の社
会的認知を図ることを目的としたセミナー、シンポジ

ウム等の開催、後援を行った。

３　地球温暖化などへの対応

⑴　地球温暖化緩和策
　我が国の施設園芸は、冬期に化石燃料を使用した加
温栽培を行い、園芸作物の周年生産や安定供給を図っ
ている。また、各種農作物の生産において軽油などの
燃料を使用した農業機械が幅広く使用され、農作物生
産の効率化に寄与している。
　一方で、我が国の農業生産においても、温室効果ガ
ス削減への貢献が求められていることから、以下の施
策を推進した。
ア　農業生産の省エネルギー対策
　施設園芸において温室効果ガス排出削減を推進す
るため、ヒートポンプ、木質バイオマス利用加温設
備、被覆設備、循環扇等の施設園芸用省エネルギー
設備のリース方式による導入支援を行うとともに、
施設園芸省エネルギー生産管理チェックシート及び
マニュアルの普及に努めた。
　また、他分野で製品化・実用化されている省エネ
技術の農業転用の検証を行う取組の支援を行った。
　農業機械については、省エネ利用マニュアルの普
及に努めると共に、農業機械の省エネ性能評価基準
を確立し、表示制度を通して性能の高い農業機械を
選択できる環境を整え、省エネ性能の高い農業機械
を活用したCO2排出削減に資する営農手法の検討
を行った。

イ 　農地土壌に関する温室効果ガス排出削減対策及び
農地土壌炭素吸収源対策
　水田メタン排出削減及び農地土壌の炭素貯留に資
する堆肥の施用による土作り等を推進するととも
に、全国の農地及び草地土壌の炭素含有量のモニタ
リング調査等を実施した。
　また、土壌診断結果に基づく適正施肥等の合理的
な施肥体系への転換を推進した。

⑵　地球温暖化適応策
　気候変動や極端な気象現象に強い産地づくりを促進
するため、気象予測データ等を利用した早期警戒シス
テム等の導入及び気候変動等適応技術の実証に取り組
む産地に対して支援を行った。
　また、地球温暖化による影響と適応策について、各
都道府県の協力を得て調査を行い「平成26年地球温暖
化影響調査レポート」として取りまとめ、公表し、地
球温暖化適応策の普及を図った。
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第６節　畜産物の価格関連対策

１　食料・農業・農村政策審議会畜産部会

⑴　畜産部会の設置
　平成19年７月に開催された第16回食料・農業・農村
政策審議会において、畜産部会が設置された。

⑵　畜産部会の所掌事項
　畜産部会は、以下の事項を所掌することとされてい
る。
　家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）､ 飼料需給
安定法（昭和27年法律第356号）､ 酪農及び肉用牛生産
の振興に関する法律（昭和29年法律第182号）､ 畜産物
の価格安定に関する法律（昭和36年法律第183号）､ 加
工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法律第
112号）及び肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和63
年法律第98号）の規定により審議会の権限に属させら
れた事項を処理すること。

⑶　畜産部会委員の構成
　27年度の畜産部会の委員、臨時委員は以下の通りで
ある。
（委員）
　臼　井　貴　之　臼井牧場　代表
　河　野　康　子　 （一社）全国消費者団体連絡会　

事務局長（共同代表）
　里　井　真由美　 フードジャーナリスト、（一社）

日本フードアナリスト協会　評議
委員

　武　内　和　彦　 東京大学国際高等研究所サステイ
ナビリティ学連携研究機構　機構
長

　武　見　ゆかり　女子栄養大学栄養学部　教授
　藤　井　千佐子　福岡大学経済学部　非常勤講師
（臨時委員） 
　石　澤　直　士　（株）ゼンケイ　代表取締役社長
　金　井　　健　　 全国農業協同組合中央会　常務理

事
　川　村　和　夫　（一社）日本乳業協会　会長
　釼　持　　彰　　 イオンリテール（株）食品商品企

画本部畜産商品部　部長
　小　谷　あゆみ　 フリーアナウンサー、エッセイス

ト
　笹　﨑　静　雄　 （株）埼玉種畜牧場サイボクハム　

代表取締役社長
　鹿　間　千　尋　協同組合日本飼料工業会　会長

　築　道　繁　男　 （公社）日本食肉市場卸売協会　
副会長

　那　須　眞理子　うちのあか牛てっぽこ　代表
　野　村　哲　郎　 京都産業大学総合生命科学部生命

資源環境学科　教授
　廣　野　正　則　（有）広野牧場　代表取締役
　村　上　光　男　 北海道農業協同組合中央会　常務

理事
※委員は平成28年３月31日時点（敬称略、50音順）

⑷　平成27年度第１回畜産部会
　平成27年12月１日に開催された第１回畜産部会にお
いて、畜産・酪農をめぐる情勢等について意見交換が
行われた。

⑸　平成27年度第２回畜産部会
　平成27年12月18日に開催された第２回畜産部会にお
いて、「平成28年度の生産者補給交付金に係る加工原
料乳の数量の最高限度として農林水産大臣が定める数
量及び加工原料乳の補給金単価を定めるに当たり留意
すべき事項」（別記１）、「平成28年度の指定食肉の安
定価格を定めるに当たり留意すべき事項」（別記２）、
「平成28年度の肉用子牛の保証基準価格及び合理化目
標価格を定めるに当たり留意すべき事項」（別記３）
について諮問がなされ、審議が行われた。
　審議の後、それぞれ諮問事項に対する答申（別記４）
がなされ、これに基づき慎重に検討を行った結果、28
年度の加工原料乳の補給金単価等、指定食肉の安定価
格、肉用子牛の保証基準価格及び合理化目標価格が決
定され、平成28年１月４日に告示された（別記５）。
（別記１）

27生畜第1324号
平成27年12月18日

食料・農業・農村政策審議会
　会長　生源寺　眞一　殿

農林水産大臣　森山　𥙿　
諮　問

　加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法
律第112号）第11条第１項の規定に基づき平成28年度
の生産者補給交付金に係る加工原料乳の数量の最高限
度として農林水産大臣が定める数量を試算に示した考
え方で定めるに当たり留意すべき事項及び同条第２項
の規定に基づき平成28年度の加工原料乳の補給金単価
を試算に示した考え方で定めるに当たり留意すべき事
項について、同条第６項の規定に基づき、貴審議会の
意見を求める。
（別記２）

27生畜第1318号
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平成27年12月18日
食料・農業・農村政策審議会
　会長　生源寺　眞一　殿

農林水産大臣　森山　𥙿　
諮　問

　畜産物の価格安定に関する法律（昭和36年法律第
183号）第３条第１項の規定に基づき平成28年度の指
定食肉の安定価格を試算に示した考え方で定めるに当
たり留意すべき事項について、同条第５項の規定に基
づき、貴審議会の意見を求める。
（別記３）

27生畜第1319号
平成27年12月18日

食料・農業・農村政策審議会
　会長　生源寺　眞一　殿

農林水産大臣　森山　𥙿　
諮　問

　肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和63年法律第98
号）第５条第１項の規定に基づき平成28年度の肉用子
牛の保証基準価格を試算に示した考え方で定めるに当
たり留意すべき事項及び同条第２項の規定に基づき平
成28年度の肉用子牛の合理化目標価格を試算に示した
考え方で定めるに当たり留意すべき事項について、同
条第７項の規定に基づき、貴審議会の意見を求める。
（別記４）

27食農審第41号
平成27年12月18日

農林水産大臣　森山　𥙿　殿　
食料・農業・農村政策審議会
　会長　生源寺　眞一

答　申
　本日、諮問された次の事項について、下記のとおり
答申する。
１ 　平成28年度の指定食肉の安定価格を試算に示した
考え方で定めるに当たり留意すべき事項（平成27年
12月18日付け27生畜第1318号）

２ 　平成28年度の肉用子牛の保証基準価格及び合理化
目標価格を試算に示した考え方で定めるに当たり留
意すべき事項（平成27年12月18日付け27生畜第1319
号）

３ 　平成28年度の生産者補給交付金に係る加工原料乳
の数量の最高限度として農林水産大臣が定める数量
（以下「交付対象数量」という。）及び加工原料乳の
補給金単価を試算に示した考え方で定めるに当たり
留意すべき事項（平成27年12月18日付け27生畜第
1324号）

記
１ 　豚肉の安定価格については、生産条件及び需給事
情その他の経済事情を総合的に考慮すると、試算に
示された考え方で定めることは、妥当である。
　牛肉の安定価格については、生産条件及び需給事
情その他の経済事情を総合的に考慮すると、試算に
示された考え方で定めることは、妥当である。

２ 　肉用子牛の保証基準価格については、生産条件及
び需給事情その他の経済事情を総合的に考慮する
と、試算に示された考え方で定めることは、妥当で
ある。
　肉用子牛の合理化目標価格については、平成28年
度につき試算に示された考え方で定めることは、妥
当である。

３ 　生産者補給交付金に係る加工原料乳の交付対象数
量及び補給金単価については、生産条件、需給事情
及び物価その他の経済事情を総合的に考慮すると、
試算に示された考え方で定めることは、妥当であ
る。

（別記５）
　農林水産省告示第１号
　畜産物の価格安定に関する法律（昭和36年法律第
183号）第３条第１項の規定に基づき、平成28年度の
指定食肉の安定価格を次のように定めたので、同条第
６項の規定に基づき、告示する。
　平成28年１月４日

農林水産大臣　森山　𥙿　
一 　畜産物の価格安定に関する法律施行規則（昭和36
年農林省令第58号。以下「規則」という。）第３条
第１項第１号に規定する豚半丸枝肉１キログラム当
たりの安定基準価格及び安定上位価格は、次に掲げ
る額（消費税額分を含む。）とする。
　（一）皮剥ぎ法により整形したもの
　　安定基準価格 445円
　　安定上位価格 600円
　（二）湯剥ぎ法により整形したもの
　　安定基準価格 415円
　　安定上位価格 560円
二 　規則第３条第２項第１号に規定する牛半丸枝肉１
キログラム当たりの安定基準価格及び安定上位価格
は、次に掲げる額（消費税額分を含む。）とする。

　　安定基準価格 890円
　　安定上位価格 1,155円
　農林水産省告示第２号
　肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和63年法律第98
号）第５条第１項の規定に基づき、平成28年度の肉用
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子牛の保証基準価格を次のように定めたので、同条第
８項の規定に基づき、告示する。
　平成28年１月４日

農林水産大臣  森山　𥙿　
　肉用子牛の保証基準価格は、次に掲げる額（消費税
額分を含む。）とする。
　　　品　　種　　　　　　　　　保証基準価格
　　　黒毛和種 一頭につき、337,000円
　　　褐毛和種 一頭につき、307,000円
　　　黒毛和種及び褐毛和種以外の肉専用種の品種

一頭につき、220,000円
　　　乳用種の品種 一頭につき、133,000円
　　　肉専用種と乳用種の交雑の品種

一頭につき、205,000円
　農林水産省告示第３号
　肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和63年法律第98
号）第５条第２項及び肉用子牛生産安定等特別措置法
施行令（昭和63年政令第347号）第２条ただし書きの
規定に基づき、肉用子牛の合理化目標価格及びその合
理化目標価格の決定の単位となる期間を次のように定
めたので、同法第５条第８項の規定に基づき、告示す
る。
　平成28年１月４日

農林水産大臣　森山　𥙿　
一 　肉用子牛の合理化目標価格は、次に掲げる額（消
費税額分を含む。）とする。
　　　品　　種　　　　　　　　　合理化目標価格
　　　黒毛和種 一頭につき、280,000円
　　　褐毛和種 一頭につき、257,000円
　　　黒毛和種及び褐毛和種以外の肉専用種の品種

一頭につき、149,000円
　　　乳用種の品種 一頭につき、90,000円
　　　肉専用種と乳用種の交雑の品種

一頭につき、147,000円
二 　一の合理化目標価格についての肉用子牛生産安定
等特別措置法施行令第２条ただし書の農林水産大臣
が別に定める期間は、平成28年４月１日から平成29
年３月31日までとする。

　農林水産省告示第４号
　加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法
律第112号）第11条第１項及び第２項の規定に基づき、
平成28年度の生産者補給交付金に係る加工原料乳の数
量の最高限度として農林水産大臣が定める数量及び加
工原料乳の補給金単価を次のように定めたので、同条
第７項の規定に基づき、告示する。
　平成28年１月４日

農林水産大臣　森山　𥙿　
一 　生産者補給交付金に係る加工原料乳の数量の最高
限度として農林水産大臣が定める数量
　加工原料乳（ナチュラルチーズの原料である生乳
を除く。）

1,780千トン
　加工原料乳のうちナチュラルチーズの原料である
生乳

520千トン
二　加工原料乳の補給金単価
　加工原料乳（ナチュラルチーズの原料である生乳
を除く。）

単　位　　補給金単価
１キログラム　12.69円

　加工原料乳のうちナチュラルチーズの原料である
生乳

単　位　　補給金単価
１キログラム　15.28円

２　農畜産業振興機構の業務の運営状況

⑴　畜産経営安定対策業務
ア　畜産業振興事業
　27年度の畜産業振興事業については、畜産経営安
定対策及びその他対策を実施し、補助事業として
569億7,219万円の補助を行った。

　ア 　肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキ
ン）の実施
　27年度の肥育牛補塡金については、「肉専用種」
において2,090頭を対象に794万円、「交雑種」に
おいて５万2,078頭を対象に５億5,349万円、「乳用
種」において９万9,712頭を対象に16億1,901万円
を交付した。

　イ　肉用牛繁殖経営支援事業の実施
　27年度の肉用子牛への支援交付金については、
全対象品種において平均売買価格が発動基準価格
を下回らなかったことから、交付を行わなかっ
た。

　ウ　養豚経営安定対策事業（豚マルキン）の実施
　27年度の養豚補塡金については、粗収益が生産
コストを下回らなかったことから、交付を行わな
かった。

　エ　加工原料乳等生産者経営安定対策事業の実施
　27年度の補塡金については、加工原料乳及び
チーズ向け生乳の平均取引価格が補塡基準価格を
下回らなかったことから、交付を行わなかった。

イ　加工原料乳生産者補給金交付業務
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　27年度の加工原料乳生産者補給交付金について
は、脱脂粉乳・バター等向け生乳163.6万ｔ（交付
対象数量178万ｔ）を対象に211億937万円（単価：
12円90銭 /kg）、チーズ向け生乳43.0万ｔ（交付対
象数量52万ｔ）を対象に66億7,244万円（単価：15
円53銭 /kg）を交付した。
ウ　肉用子牛生産者補給金交付業務
　27年度の肉用子牛生産者補給金については、全対
象品種において平均売買価格が保証基準価格を下回
らなかったことから、交付を行わなかった。
⑵　畜産物の需給調整・価格安定対策業務

ア　指定食肉の売買
　指定食肉（牛肉及び豚肉）について、27年度にお
いては、調整保管等は実施していない。

イ　指定乳製品等の輸入入札状況
　27年度の、国際約束に基づくカレントアクセス分
として、バター 2,800ｔ、脱脂粉乳10,000ｔの輸入
入札を行った。
　また、ホエイ及び調整ホエイ4,500ｔ、デイリー
スプレッド330ｔ、バターオイル200ｔの輸入入札を
行った。
　さらに、カレントアクセス分以外にバター 10,000
ｔ、脱脂粉乳5,000ｔの追加輸入入札を行った。
　なお、一般輸入による機構以外の者の指定乳製品
等の輸入に係る買入れ・売戻し数量は1,256ｔとなっ
た。

⑶　 主要な畜産物の生産及び流通に関する情報の収 
集、整理及び提供に関する業務

　畜産物の生産・流通関係者や需要者等に対して、需
給動向の判断や生産者の経営安定に資する情報等を適
時適切に提供した。この業務に係る経費の総額は２億
5,030万円であった。

３　鶏卵等の経営安定対策

鶏卵生産者経営安定対策事業
　平成23年度から鶏卵生産者の経営と鶏卵価格の安定
を図るため、鶏卵の標準取引価格（月毎）が補塡基準
価格を下回った場合、その差額の９割を補塡する鶏卵
価格差補塡事業と、鶏卵の標準取引価格（日毎）が通
常の季節変動を超えて大幅に低下した場合、成鶏の更
新に当たって長期の空舎期間を設ける取組に対し、奨
励金を交付する成鶏更新・空舎延長事業を措置してい
る。

第７節　牛乳乳製品対策

１　牛乳乳製品の需給

　26年度については、乳用雌牛頭数の減少や、25年度
の猛暑の影響等により、生乳生産量は25年度を1.6％
下回り、733万ｔとなった。仕向け別にみると、牛乳
等向け処理量は、25年度を1.4％下回り、391万ｔとなっ
た。乳製品向け処理量は、クリーム等向けが増加した
一方、特定乳製品向けとチーズ向けが減少し、25年度
を1.9％下回り、336万ｔとなった。これにより、脱脂
粉乳とバターの生産量は減少し、不足が見込まれたこ
とから、脱脂粉乳、バターの追加輸入を実施し、その
結果、期末在庫量は脱脂粉乳、バターともに前年度末
より増加した。
　27年度については、生産現場における増産への取組
等により、生乳生産量は26年度を1.0% 上回り、741万
ｔとなった。仕向け別にみると、牛乳等向け処理量
は、26年度を1.1％上回り395万ｔ、乳製品向けについ
ても1.1％上回り340万ｔとなった。また、脱脂粉乳及
びバターの生産量が増加したこと、脱脂粉乳、バター
の追加輸入を実施したこと等から、期末在庫量は脱脂
粉乳、バターともに前年度末より増加した。

２　牛乳乳製品の流通対策

⑴　生乳流通対策
　酪農経営の安定を図るため、指定生乳生産者団体が
乳製品を委託製造する際に委託製造経費の一部を補助
する事業を行った。

⑵　乳製品流通価格調査
　指定乳製品の価格が著しく騰貴し、又は下落した際
に行う需給調整の発動基準となる価格の基礎資料とす
るほか、酪農行政に必要な乳製品流通価格を把握する
ため、全国主要都市に所在する乳製品の製造業者、卸
売業者等を対象として、その仕入れ及び販売価格につ
いて、毎月調査を行った。

３　乳業の再編・合理化対策

　生乳流通コストの低減や乳業の再編・合理化、衛生
管理の向上を図るため、強い農業づくり交付金におい
て、施設廃棄を伴う貯乳施設や乳業工場の新増設等を
支援した。
　また、これらの取組を着実に推進するため、産地活
性化総合対策事業において、地域段階における課題の
把握・検討や具体的な計画の策定、全国段階における
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乳業再編に関する個別案件に対するコンサルティング
実施や「乳業再編実施の手引き」の作成・配布等によ
る事業の普及等を支援した。

４　牛乳乳製品の消費・拡大対策

学校給食用牛乳等供給推進事業の実施
　27年度においては、供給条件不利地域への円滑な供
給による安定的需要の確保のための支援をはじめ、自
県産生乳を用いた低温殺菌牛乳やヨーグルト等の供給
支援等による消費拡大対策を実施した。

第８節　食肉鶏卵対策

１　食肉等の需給及び価格の推移

⑴　牛　　　肉
　27年度の国内生産量は、全国的に生産基盤が縮小
し、肉専用種及び乳用種ともに減少した結果、対前年
度比5.3％減の47万５千ｔ（枝肉ベース）となった。
　輸入量は、対前年度比5.6％減の69万６千ｔ（枝肉
ベース）となった。
　卸売価格（省令価格）は、生産量が減少している中
で、需給がひっ迫していること等から、対前年度比
26.6％増の1,644円 /kg となった。
　小売価格（東京）は、国産牛肉「ロース」は対前年
度比6.3％増の871円 /100g となった。

⑵　豚　　　肉
　27年度の国内生産量は、前年度の PED発生による
影響から回復傾向にあることから、対前年度比1.5％
増の126万８千ｔ（枝肉ベース）となった。
　輸入量は、対前年度比0.6％増の122万４千ｔ（枝肉
ベース）となった。
　卸売価格（省令価格）は、価格が高騰した前年度の
反動から、対前年度比8.9％減の540円 /kg となったも
のの、概ね例年を上回って推移した。

⑶　鶏　　　肉
　27年の国内生産量は、対前年比1.5％増の151万７千
ｔ（骨付きベース）となった。
　輸入量は、対前年比11.3％増の53万５千ｔ（実量
ベース）となった。
　卸売価格（東京）は、消費者の健康志向の高まり等
を背景とした堅調な需要に支えられ、例年に比べ高水
準で推移した。
　小売価格（東京、もも肉）は、対前年度比0.7％増
の136円 /100g となった。

⑷　鶏　　　卵

　27年度の国内生産量は、対前年度比0.8％増の252
万１千ｔとなった。
　卸売価格（全農東京Ｍサイズ）は、25年８月以降、
猛暑の影響による供給減少、旺盛な需要により上昇
し、例年に比べ高水準で推移した。
　小売価格（東京、Lサイズ10個）は、対前年度比
3.3％増の250円となった。

２　食肉等の流通対策

⑴　 強い農業づくり交付金及び産地活性化総合対策事
業における国産食肉等流通体制整備

　国産食肉等の安定的な供給体制を構築するため、産
地において、当該地域における肉用牛等の振興方策を
踏まえ、その食肉等の流通、加工及び販売に関する総
合的な産地体制の整備構想を作成し、高度に衛生的な
設備を導入し低コストで大規模に流通・処理を行う先
進的な食肉等流通処理施設の整備のための事業を措置
した。27年度は、産地食肉センターの整備を支援し、
これにより食肉流通の合理化等を推進した。

⑵　加工施設再編等緊急対策事業
　「総合的なTPP関連政策大綱」に即し、食肉の処理・
加工コストの縮減を図るために再編合理化等に取り組
む食肉処理施設の整備や既存施設の廃棄等を支援する
事業を措置した。
⑶　外食産業等と連携した畜産物の需要拡大対策事業
　「総合的なTPP関連政策大綱」に即し、国産食肉等
の需要フロンティアの開拓を図るため、産地と外食産
業等の連携により、国産食肉等を活用した新商品開発
のための技術開発を支援する事業を措置した。

⑷　畜産物輸出特別支援事業
　「総合的なTPP関連政策大綱」に即し、国内や輸出
先国での輸出に係る諸問題を解決して高品質な国産畜
産物の一層の輸出促進を図るため、モモ肉・バラ肉等
の多様な部位の輸出に向けた実践的調査のための事業
を措置した。

第９節　畜産経営対策

１　農畜産業振興機構以外で実施する酪農経
営安定対策

持続的酪農経営支援事業
　飼料作付面積を確保し、環境負荷軽減に取り組んで
いる酪農家に対して、飼料作付面積に応じた交付金の
交付を行った。
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２　産地競争力の強化に向けた総合的推進

⑴　 「強い農業づくり交付金」のうち畜産生産基盤育
成強化

　畜産生産基盤の強化に向けた取組に対して、共同利
用の家畜飼養管理施設等の整備の支援を行った。

⑵　畜産収益力強化対策
　我が国畜産の競争力強化のため、畜産農家をはじめ

として、地域に存在する各種支援組織や関連産業等
（コントラクター、TMRセンター、キャトルステー
ション等）が連携・結集し、地域ぐるみで収益性を向
上させる畜産クラスターの取組に対し、畜産クラス
ター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体（畜
産農家、新規参入者、飼料生産受託組織）の収益性の
向上、畜産環境問題への対応に必要な機械のリース整
備、施設整備等の支援を行った。また、畜産クラス

表６　食肉・鶏卵の需給の推移
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ターの推進のための新たな取組の実証や、全国的な普
及活動等の支援を行った。

３　畜産環境対策

⑴　 「強い農業づくり交付金」のうち畜産周辺環境影
響低減

　畜産に起因する悪臭や排水による周辺環境への影響
を低減するために必要な脱臭施設や浄化処理施設の整
備の支援を措置した。
⑵　 「産地活性化総合対策事業」のうち地域バイオマ

ス支援地区
　畜産経営環境調和推進資金を利用して、家畜排せつ
物を利活用するための施設を整備する畜産農家への利
子相当額助成の支援を措置した。

４　畜産経営関係主要資金の融通

⑴　農業近代化資金
　昭和36年に制定された農業近代化資金は、農協系統

資金等に利子補給を行い、資金を農業部内に環流さ
せ、民間金融としての自主性に委ねつつ、農業経営の
近代化に資すると認められる施設資金等の供給を行う
ことを目的に創設された。
　17年度には国及び地方公共団体を通じた財政改革
（三位一体改革）のための国の補助金等の整理及び合
理化等に伴い、都道府県が行う利子補給に係る政府の
助成が廃止・税源移譲し、都道府県の責任において実
施することとなった。
　23年度に、東日本大震災の直接・間接被害を受けた
ものに対し、無利子（最長18年間）・無担保・無保証
人での貸付が可能となった。さらに償還期間及び据置
期間についてもそれぞれ３年間延長されている。

表８　農業近代化資金融資実績
（単位：百万円）

　　区　　　分　　24年度　25年度　26年度　27年度
畜産関係

表７　食肉・鶏卵の価格の推移
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　　家畜購入※　　9,708　　9,519　　9,712　 11,747
　　資金総額　　 38,300　 41,373　 34,858　 41,392

⑵　農業経営基盤強化資金
（スーパー L資金）

　本資金は６年度に創設され、経営感覚に優れた効率
的かつ安定的な経営体の育成に資するため、農業経営
基盤強化促進法の農業経営改善計画等の認定を受けた
農業者に対して、計画に即して規模拡大その他の経営
展開を図るために必要な資金を融通している。
　また、人・農地プランに地域の中心経営体として位
置付けられた認定農業者等が借り受ける場合は、貸付
当初５年間実質無利子となっている。また、東日本大
震災の直接・間接被害を受けたものに対し、償還期間
及び据置期間を３年間延長して貸付が可能となってい
る。27年度の畜産関係融資実績は、最終貸付件数2,361
件、1,475億円であった。
　畜産関係融資は融資額全体の70.5％を占め、その内
訳は、肉用牛23.7％、酪農17.5%、養豚11.3％、養鶏
15.8％であった。

⑶　農業改良資金
　59年度に畜産振興資金供給事業として発足した畜産
振興資金は、60年度に農業改良資金に組み入れられた。
　本資金は、農業者が新作物や新技術の導入、畜産物
の加工の開始など、チャレンジ性のある取組（農業改
良措置）を実施する際に活用できる無利子資金であ
る。
　22年10月、融資主体が都道府県から日本公庫等に変
更された。また、25年４月から貸付対象者を個別法に
基づく貸付特例者のみへと変更した。27年度の融資実
績は41件、16億円であった。

⑷　畜産経営環境調和推進資金
　11年度に家畜排せつ物法が制定され、家畜排せつ物
の処理・利用のための施設・機械等の整備を円滑に行
うため、畜産経営環境調和推進資金を融通している。

第10節　畜産技術対策

１　家畜改良増殖対策事業

　平成27年３月策定の「家畜改良増殖目標」において
は、近年低下傾向にある繁殖性の改善や、濃厚飼料の
給与量を低減させるための国産飼料の利活用、産肉能
力の向上等を図るとともに、多様な消費者ニーズに対
応した、農場から食卓までを支える強みのある「家畜
づくり」を進めることとした。

　このため、平成27年度においては、家畜改良を推進
する事業によって、DNA解析情報を活用した高泌乳
牛の早期作出モデルの実証等を支援するとともに、畜
種の遺伝的能力評価の精度向上に必要な基礎的データ
を全国的・効率的に収集・分析する体制の整備を図り、
また、和牛の優位性を確保するため、精液等の和牛遺
伝資源の適切な管理を強化する取組を支援した。
　また、地域の中核的な生産組織において、牛の個体
識別情報と牛群検定情報等の生産情報とを組み合わせ
て家畜改良及び飼養管理の効率化・高度化を図る取組
を支援するとともに、豚肉の生産情報を消費者へ提
供するトレーサビリティシステムの実用化を図ること
で、豚肉のブランド力向上と改良のための情報収集等
による養豚経営の体質強化を支援した。
　さらに、独立行政法人家畜改良センターにおいて
は、都道府県や民間団体では取り組み難い新たな育種
改良技術と同センターが保有する多様な育種資源を活
用し、ホルスタイン種における泌乳持続性、黒毛和種
及び肉用鶏における増体性、デュロック種における肉
質などの改良に取り組みつつ優良な種畜の生産・供
給を行うとともに、家畜の遺伝的能力評価の実施など
を通じ、都道府県や民間における改良を支援した。ま
た、飼料自給率の向上に資する優良な飼料作物の増殖
に必要な種苗生産や飼料用稲の安定供給に資する種子
生産、地域における重要課題となっている鳥獣害対策
などの畜産技術に関する実証展示、牛の個体識別のた
めの情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく
牛個体識別台帳への記録、保存、情報提供等を行った。
　・独立行政法人家畜改良センター運営費交付金

（73億円）
　・家畜改良対策推進事業 （3.9億円）
　・家畜個体識別システム利活用促進事業 （0.7億円）

２　中央畜産技術研修

　国及び都道府県の畜産関係職員等を対象とした中央
畜産技術研修会を独立行政法人家畜改良センター中央
畜産研修施設（福島県西白河郡西郷村）において実施
した。
　本研修は、都道府県、市町村、地方農政局、畜産関
係団体、独立行政法人家畜改良センター等の畜産関係
職員、農業に従事する者を対象として、畜産に関する
高度の知識及び技術の習得並びに指導能力を向上させ
ることを目的としている。具体的には、技術職員の再
訓練のための専門技術研修や畜産に関する高度な学
理、新技術を修得させるための研修等を実施した。
　また、都道府県の職員においては、各都道府県段階
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において実施する畜産技術研修会において、主要な講
師として本研修を反映した研修を行うことにより、新
しい技術が速やかに全国各地に浸透するようにしてい
る。
　27年度は、新任畜産技術職員、畜産行政、畜産物安
全行政、肉用牛生産技術指導者養成、畜産環境保全、
畜産統計処理、養豚、飼料A・B、放牧、肉用牛、畜
産新技術A・B、酪農、食肉流通、自給飼料（WCS、
飼料用米）、肉用牛繁殖経営新規参入、e- ラーニング
で学ぶ経営分析等の各部門（20講座）について短期研
修を実施し、合計551名が受講した。

第11節　飼料対策

１　自給飼料対策

⑴　自給飼料関連対策の概要
　「食料・農業・農村基本計画」（平成27年３月31日
閣議決定）において、自給飼料の増産を図る観点か
ら、飼料作物の生産量を平成25年（2013）年度の350
万 TDN（＊１）トンから平成37（2025）年度の501万
TDNトンへ増加させ、同様に飼料自給率を26％から
40％に向上させる目標を定めた。併せて、同計画では、
具体的な飼料作物増産の方法として（1）優良品種の
普及や草地整備の推進、（2）水田飼料作物の生産・利
用拡大、（3）飼料生産組織（コントラクター等）の育
成・活用（4）肉用繁殖雌牛や乳用牛の放牧拡大等を
掲げた。
　このため、平成27年度においては、飼料作物の優良
品種の導入や難防除雑草の駆除等による草地改良、飼
料生産技術者の資質向上を支援した。また、新たに作
業受託を始める飼料生産組織に対し、受託面積に応じ
た支援を行うとともに、青刈りとうもろこし等の栄養
価の高い良質な粗飼料の作付・利用を拡大する取組を
支援した。
　さらに、配合飼料給与量を低減させる濃厚飼料原料
の国内生産・給与技術（スマートフィーディング）の
実証や地域ぐるみで行う繁殖雌牛等の放牧の取組を支
援した。
　この結果、平成27年度の飼料作物全体の作付面積
は、WCS（＊２）用稲や飼料用米をはじめとした水
田での飼料作物の作付増加により、前年度に比べ５万
ha 増加し、97万５千 ha となった。また、平成27年度
の飼料作物の生産量は、前年度に比べ28万 TDNトン
増加し、380万 TDNトンとなった。
　さらに、食品残さ等を有効活用した飼料であるエコ

フィードの増産のため、食品残さ等の利用拡大の推
進、食品残さ等の適切な分別に向けた指導活動、地域
の未利用資源の飼料化のための実証試験、食品残さ等
の飼料利用体制の構築等への支援を行った。
　この結果、平成27年度のエコフィード製造数量は、
前年度に比べ３万TDNトン増加し、114万 TDNト
ンとなった。
＊１　 TDNは、Total Digestible Nutrients の 略 で、

可消化養分総量と呼ばれるもの。家畜が消化で
きる養分の総量であり、カロリーに近い概念。

＊２　 WCS は、Whole Crop Silage（ホールクロップ・
サイレージ）の略で、子実が完熟する前に、子
実と茎葉を一体的に収穫し、乳酸発酵させた飼
料。

⑵　自給飼料関連予算
　・飼料増産総合対策事業

（11億円）
　・草地難防除雑草駆除等緊急対策事業

（補正：７億円）
　・農業農村整備事業

（2,753億円の内数）
　・農山漁村地域整備交付金

（1,067億円の内数）
　・水田活用の直接支払交付金

（2,770億円の内数）
　・産地活性化総合対策事業

（23億円の内数）
　・強い農業づくり交付金

（231億円の内数）

２　流通飼料対策

　飼料費は畜産物生産費の大部分を占めるため、配合
飼料価格の上昇は生産コストを増大させ畜産経営に影
響を及ぼす。このため、配合飼料価格が値上がりした
場合に補塡を行う配合飼料価格安定制度の適切な運用
を行い、畜産経営への飼料価格の急激な変化による影
響を緩和している。
　平成27年度においては、配合飼料の主原料であると
うもろこしが米国において３年連続の豊作であったこ
とにより、輸入原料価格が低下傾向で推移したことか
ら、配合飼料メーカーと畜産農家の積立金を原資とす
る通常補塡及び国と配合飼料メーカーの積立金を原資
とする異常補塡は、発動しなかった。
　また、我が国は配合飼料原料のほとんどを輸入に依
存していることを踏まえ、天災等の不測の事態に対処
し、配合飼料の安定的供給を図るため、公益社団法人
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配合飼料供給安定機構等に対し飼料穀物の備蓄を行う
ために必要な費用を助成した。
　・飼料穀物備蓄対策事業（16億円）

第12節　中央競馬及び地方競馬

１　中央競馬

　27年度（１～ 12月）の中央競馬は、札幌、函館、
福島、新潟、中山、東京、中京、京都、阪神及び小倉
の10競馬場において、合計36回、288日開催された。
　売得金は２兆5,834億円、入場人員は632万人となり、
前年比では売得金で3.6％の増加、入場人員で2.8％の
増加となった。
　この結果、売得金総額の10％に相当する2,583億円
を第１国庫納付金として納付するとともに、27年度決
算により生じた剰余金の50％に相当する242億円を第
２国庫納付金として納付した。
　中央競馬の馬主、調教師、騎手及び競走馬は、日本
中央競馬会が行う登録又は免許を受けなければならな
いが、27年12月31日現在では、馬主2,360名（うち法
人302、組合55、本邦外個人17）、調教師199名、騎手
128名、登録馬7,789頭となっており、また、きゅう務
員等は2,433名となっている。

２　地 方 競 馬

　27年度（４～３月）の地方競馬は、全国の14競馬場
において14主催者（道県２、指定市２、一部事務組合
10）で合計262回、1,288日開催された。
　売得金は合計4,310億円、入場人員は合計325万人と
なり、前年比では売得金は11.1％の増加、入場人員は
1.0％の増加となった。
　また、地方公共団体金融機構に対し、前年度の経営
実績等に応じて合計４億円が納付された。
　地方競馬の馬主、調教師、騎手及び競走馬は、地方
競馬全国協会が行う登録又は免許を受けなければなら
ないが、27年12月31日現在では、馬主4,545名（うち
法人322、組合32）、調教師467名、騎手288名、登録馬
10,646頭（平地 9,930頭、ばんえい716頭）となってお
り、また、きゅう務員は2,105名となっている。

第13節　 農業生産工程管理（GAP）
の推進

　 農 業 生 産 工 程 管 理（GAP:Good Agricultural 
Practice）とは、農業生産活動の持続性を確保するた

め、食品安全、環境保全、労働安全に関する法令等を
遵守するための点検項目を定め、その実施、記録、点
検、評価を繰り返しつつ生産工程の管理や改善を行う
取組のことである。
　農業生産工程管理（GAP）については、全国で約
2,737産地（平成27年３月末時点）まで導入が拡大し
ている一方で、取組の水準にばらつきが見られること
から、食品安全、環境保全や労働安全に関する法体系
や諸制度を踏まえた一定水準以上の取組の普及、拡大
を推進することが必要となっている。
　このような状況を踏まえ、我が国の農業生産活動に
おいて特に実践を奨励すべき取組を明確化するもの
として平成22年４月に策定した「農業生産工程管理
（GAP）の共通基盤に関するガイドライン」に則した
GAPの導入を進めた。その一環として、平成27年３
月に農産物の安全性等の向上及び国外の消費者・実需
者等の信頼確保に寄与することを目的として設置した
｢GAP戦略協議会｣ において ｢GAP共通基盤ガイド
ラインに則したGAPの普及・拡大に関するアクショ
ンプラン｣ 策定に向けた議論を行った。
　また、普及組織による指導や産地のリーダーの育
成等の支援を実施するとともに輸出を目指す生産
者・産地に対し、ICT を導入して、欧州の流通小売
の大手企業が策定した取引要件としてのGAP である
GLOBALG.A.P. 等の認証を取得する取組への支援や
震災による津波や放射性物質の影響を受けた地域の実
情に対応したGAPの活用等の支援を実施した。
（平成27年度予算額）
○ 産地活性化総合対策事業のうち生産システム革新推
進事業

2,343百万円の内数
○東日本大震災農業生産対策交付金

5,053百万円の内数

第14節　協同農業普及事業

　「農業改良助長法」（昭和23年法律第165号）に基づ
き、農業者が農業経営及び農村生活に関する有益かつ
実用的な知識を取得交換し、それを有効に応用するこ
とができるように、国と都道府県が協同して行う農業
に関する普及事業（協同農業普及事業）を実施した。

１　新たな「協同農業普及事業の運営に関す
る指針」の制定

　「農業改良助長法」（昭和23年法律第165号）に基づ
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き、おおむね５年ごとに定める「協同農業普及事業の
運営に関する指針」について、平成27年５月11日に制
定した。
　この中で、今後の協同農業普及事業は、農業者と地
域の関係者等との結び付きの構築等を通じた農業者の
所得の向上と地域農業の生産面・流通面等における革
新を総合的に支援する役割を果たすよう運営を行うも
のとした。

２　協同農業普及事業交付金

　協同農業普及事業に係る経費の財源として、国から
都道府県に対し、協同農業普及事業交付金を交付し
た。

（予算額 2,409百万円）
　なお、協同農業普及事業交付金の交付対象となった
協同農業普及事業は以下のとおりであった。

⑴　普及指導員の設置
　協同農業普及事業に従事する職員として、都道府県
に普及指導員6,568人（平成28年３月31日現在）を設
置した。
　普及指導員は、その大部分が普及指導センターに所
属し、一部は農業者研修教育施設（道府県農業大学
校）、試験研究機関等に所属した。
　普及指導員の任用については、国が実施する普及指
導員資格試験に合格した者、無試験による任用とし
て、一定の学歴及び経験を有する者及び中小企業診断
士等の一定の資格・基準を満たす者の中から行われ
た。

⑵　普及指導員の活動
　農業経営の改善又は農村生活の改善に関する科学的
技術及び知識の普及指導を円滑に進める観点から、次
のような活動を実施した。
ア　農業者に対する巡回指導及び相談
イ 　試験研究機関等で開発された新技術等の実証ほの
設置又は普及指導活動の手法や成果を実証展示する
ための農業者等の設定

ウ 　農業経営及び農村生活に関する情報の農業者等へ
の適時、適切な提供

エ　農業者を対象とした研修会や講習会の開催
オ 　試験研究機関、市町村、農業に関する団体、教育
機関等と密接な連絡を保ちつつ、普及指導活動の充
実を図るための専門の事項又は普及指導活動の技術
及び方法についての調査研究

⑶　普及指導センターの運営
　現地での活動を本務とする普及指導員の活動の拠点
並びに農業者等に対する情報提供及び相談の場とし

て、普及指導センター 365か所（平成28年３月31日現
在）の運営を行った。
　また、普及指導センターにおいて、総合的かつ計画
的な普及指導活動を行うため、普及指導員相互の緊密
な連絡の下に、普及指導員の事務分担や活動体制の決
定、普及指導計画の策定を行うとともに、普及指導セ
ンターを拠点とした普及指導活動の効率的・効果的な
推進を図るため、次のような事業を実施した。
ア 　農業に関する高度な分析・診断機材、視聴覚機材、
農業者に対する情報の提供に必要な機材等の整備

イ 　農業者に対して、農業技術や農業経営等に関する
有益な情報の整理・提供

ウ 　普及指導員の現地活動等に使用する巡回指導用車
両の整備

エ 　普及指導センター又は市町村を単位として、農業
者、市町村、農業協同組合等関係機関・団体の職員
及び普及指導協力委員を構成員とする地域農業改良
普及推進協議会等の開催、普及指導活動に関する
ニーズ及び普及指導活動に対する評価の把握、関係
機関・団体との役割分担についての協議等の実施

オ 　普及指導員の産前産後の休暇・育児休業中にその
普及指導活動を代替して行う職員の設置

カ 　新規就農に向けた啓発及び相談を行うための交流
会・研修会等の開催及び就農相談員の設置

キ 　普及指導活動に関する課題の収集、地域の技術及
び知識の周辺農業者への情報提供等を行う普及情報
協力者の設置

⑷　普及指導協力委員の活動
　専門的な技術等についての農業者からの多様なニー
ズに応えるため、農業又は農産物の加工若しくは販売
の事業その他農業に関連する事業について識見を有す
る者、例えば新技術の実践、農村青少年の育成等地域
において先導的な役割を担う農業者等を、都道府県が
普及指導協力委員として委嘱し、これらの者が普及指
導員に協力して農業経営又は農村生活の改善に資する
ための活動を実施した。

⑸　普及指導員の研修
　近年の農業分野における技術革新及び農業者の高度
かつ多様なニーズに対応し、的確な普及指導活動を推
進し得るよう、普及指導員の資質の向上を図ることを
目的に、都道府県段階における研修を実施するととも
に、このために必要な研修用機材を当該研修を実施す
る施設に整備した。また、国段階における研修に派遣
した。
ア　都道府県段階における研修
　協同農業普及事業を進める上で都道府県域におい
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て取り組むべき課題等に関する研修、現場段階の実
践的な研修、普及指導活動経験の浅い新任の普及指
導員等に対するOJT等の研修

イ　国段階における研修
　普及指導員の資質の全国的な高度化、全国的に普
及すべき技術や広域的に連携して取り組む必要があ
る課題等国段階で統一的に行うことが効果的な研修
や、都道府県段階では対応が困難な課題等に関する
研修

⑹　農村青少年団体の指導者の育成
　農村青少年団体の優れた指導者の育成に資する観点
から、農村青少年の研修教育等に励みと目標を与える
とともに、農業者としての意欲を喚起し、その自主的
活動の助長を図るため、優れた農村青少年を「青年農
業士」として認定した。また、研究会の開催、青年農
業士による先進地調査等を行った。

⑺　農業者研修教育施設の運営
　次代の農業及び農村を担う優れた青年農業者等を育
成することを目的として、農業者研修教育施設（道府
県農業大学校）において、高校卒業生等を対象に長期
の研修教育を行う養成課程、県の農業及び農村の実情
に応じ、養成課程の卒業者を対象に、より高度な研修
教育を行う研究課程及び新規就農希望者や農業者等を
対象に、農業技術や経営管理手法を習得するための短
期研修を行う研修課程の各教育課程で農業者研修教育
を実施した。
　また、これらのために必要な機材等の整備を行っ
た。さらに、指導職員の指導能力の向上に資するため
の新任者研修を実施した。

３　協同農業普及事業の効果的・効率的な推
進

　協同農業普及事業交付金による事業とあいまって、
普及の技術水準の高度化等を図るとともに、農業情勢
の変化等に的確かつ弾力的に対応するため、次の事業
を実施した。
⑴　 産地活性化総合対策事業のうち普及活動情報基盤

整備事業
　最新の技術・経営に関する情報を普及指導センター
に迅速に提供し、効率的な普及活動を支援するため、
普及情報ネットワークを通じた、情報の収集・提供、
データベースの活用及びその運営体制の整備・改良等
を実施するとともに、普及指導員等が県を越えて連携
するシステムを構築した。

（予算額 2,343百万円の内数）

⑵　 産地活性化総合対策事業のうち新品種・新技術
コーディネーター活動支援事業

　新品種・新技術等を活用したブランド産地の形成に
向け、実需者・生産者・研究機関等の関係機関との連
携を構築し、品種・技術の決定を主導するコーディ
ネーターの活動を支援するため、（一社）全国農業改
良普及支援協会が事業主体となって新品種・新技術に
関する情報の収集・提供、研修会及び情報交換会の開
催等の取組を実施した。

（予算額 2,343百万円の内数）
⑶　 産地活性化総合対策事業のうち産地ブランド発掘

事業
　現在有効活用されていない品種や技術等による産地
形成を図るため、当該品種・技術についての分析・評
価、生産者と実需者によるマッチング活動等を支援し
た。

（予算額 2,343百万円の内数）
⑷　 産地活性化総合対策事業のうち援農隊マッチング

支援事業
　収穫期等の繁忙期に農家等が必要とする労働力を円
滑に確保するため、援農者の確保・育成・組織化等を
支援した。

（予算額 2,343百万円の内数）
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